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１．はじめに 

地方議員は、市民・住民の声やニーズを直接的に汲み上げ、それを地域の政策に反映させ

るという重要な役割を担っている。この意味で、地方議員は身近な政治的代表者であり、地

域社会との接点において極めて重要な存在である。したがって、彼／彼女らの社会的背景や

政治的態度、政策的関心、さらには日常的な政治行動を把握することは、現実政治の実態や

地域における政治過程を理解するうえで不可欠である。 

しかしながら、日本における地方政治研究の領域においては、これまで首長を中心とする

行政府の優位が認識されてきた。とりわけ、政策形成や執行における実効性の観点から、行

政府とくに首長の役割に注目が集まりやすく、議会および地方議員の分析は相対的に軽視

される傾向があった。確かに、地方議員を対象とした実証的研究は一定程度存在する （黒田

編 1984; 村松・伊藤 1986; 春日 1996; 山崎 2003; NHK スペシャル取材班 2020 など）。し

かし、今日の社会変動や制度改革をふまえた網羅的かつ包括的な考察は、辻（2019）などを

除けば、十分に蓄積されているとは言いがたい。 

従来、地方議員は地域に深く根ざした人的ネットワークに基づく支持基盤に依拠し、住民

と密接に関わりながら政治活動を展開してきた。しかしながら、近年の社会の多元化・流動

化、とりわけ地方では過疎化や人口減少が著しい。また、地方自治をめぐる制度改革――特

に 1990 年代以降に進展した地方分権改革――は、地方政治に大きな構造的変化をもたらし

てきた。議会の活性化、情報公開の促進、議員定数の見直しといった地方議会改革の試みも

重ねられ、地方議員の役割や位置づけも再定義を迫られている。 

こうした変化の中で、現在の地方議員はどのような社会的・政治的基盤に支えられながら

活動しているのか。また、それぞれの支持基盤や政治的価値観に応じて、どのような政策領

域に重点を置いて取り組んでいるのか。さらに、民主主義の正統性や制度運営の公正さが問

われる現代において、地方議員が平等や公正といった価値をいかに捉え、それを政策にどの

ように反映させているのか――こうした問いは、地方政治を理解するうえでますます重要

となっている。 

本研究は、以上の問題意識のもと、全国の市区町村議会議員を対象とする質問紙調査を実

施し、その実態を明らかにすることを目的としている。筆者らはこれまで、政治エリートと

一般有権者のあいだに見られる平等観の相違や公正に対する態度に着目した研究を展開し

てきた（例：竹中・山本・濱本編 2022）。本研究では、そうした関心を引き継ぎつつ、地方



政治の現場に焦点を当て、地方議員の平等・公正に関する認識や態度が、いかなる政治的行

動や政策選好と結びついているのかを実証的に検討することを目指している。 

本稿は、その第一歩として実施した全国調査の概要と基本集計結果を報告するものであ

り、今後の本格的な分析に向けた予備的検討として位置づけられる。 

 

２．調査の概要 

本調査のサンプルは、全国の市区町村議会議員を対象とし、以下の手順で計画サンプル

5,000 名を多段抽出した。まず第 1 段階では、各議会を議員定数に比例するように、系統抽

出法により抽出した。ただし、ウェブ上に議員の名簿や連絡先が公開されていない議会には

調査票を送付できないため、これらを除外し、同様の方法によって再抽出を行った。最終的

に、501 議会が抽出された。 

第 2 段階では、抽出された各議会の議員名簿から 10 名ずつ無作為に抽出し、計 4,980 名

を調査対象とした。なお、議員数が 10 名に満たない議会については全議員を対象としたが、

それでも合計は 5,000 名に達しなかった。さらに、実査直前に発生した令和 6 年能登半島地

震の影響を踏まえ、災害救助法の適用を受けた市区町村議会は調査対象から除外した。これ

により、最終的な調査対象者数は 4,860 名となった。 

実査は 2024 年 1 月 9 日から 3 月 4 日までの期間に、現代日本社会・政策研究会（研究代

表：竹中佳彦）を調査主体として実施され、日本リサーチセンターが郵送による調査票の配

布・回収を担当した。回収数は 2,932 票であり、回収率は 60.3％であった。 

ただし、地域別および人口規模別に回収率を確認すると、ばらつきが見られる。地域別で

は、中部地方の回収率が 83.9％と最も高く、一方で関東（55.4％）、四国（34.8％）、九州（53.0％）

では相対的に低かった（表 1）。また、人口規模別にみると、人口の少ない自治体ほど回収

率が高く、20～50 万人の自治体では 48.7％、50 万人以上の自治体では 40.0％にとどまって

いる（表 2）。これらの点については、今後の分析において留意が必要である。 

 

表 1 地域別の回収率の集計結果 

地域別の回収率 
 配布数 回収数 回収率 

北海道・東北 824 562 68.2% 
関東 1360 753 55.4% 
中部 627 526 83.9% 
近畿 711 411 57.8% 
中国 289 184 63.7% 
四国 325 113 34.8% 
九州 723 383 53.0% 
全国 4859 2932 60.3% 

 

 



表 2 人口規模別の回収率の集計結果 

人口規模別の回収率 

 配布数 回収数 回収率 

5 万人未満 
（市制要件非該当） 

2205 1455 66.0% 

人口 5 万人以上 10 万人未満       
（小規模市部） 

1007 636 63.2% 

人口 10 万人以上 20 万人未満      
（非大都市大規模市部） 

737 424 57.5% 

人口 20 万人以上 50 万人未満     
（中核市要件相当） 

610 297 48.7% 

人口 50 万人以上 
 （指定都市要件相当） 

300 120 40.0% 

 

なお、本調査ではウェブ上に連絡先情報を有する議会のみを抽出対象としたため、議会の

情報公開状況によってサンプルに偏りが生じている可能性がある。また、回収率は 60.3％と

比較的高水準ではあるものの、無回答者が系統的に異なる属性や意見を有している場合、調

査結果の一般化には慎重な解釈が求められる。 

以下、調査における各質問項目の回答結果を比率で提示する。原則として、各質問に対す

る欠損回答を除いて示している。 

３．回答者のプロフィール 

 最初に、本調査の回答者のプロフィールを概観する。性別構成は図 1 に示されているとお

り（調査票 F2）、男性が約 8 割を占めており、圧倒的多数である。日本における女性議員の

比率が依然として低いことは広く知られているが、本調査結果からもその傾向が確認でき

る。 

図 1は、回答者の年齢構成を示したものでもある（調査票 F1）。最も多いのは 60代（37.3%）

であり、次いで 70 代（27.6%）が多い。60 代以上が全体の 66.0%、50 代以上では 84.0%を

占めており、回答者は高齢層に大きく偏っていることがわかる。 

なお、性別ごとの年齢構成に注目すると、女性では 50 代の割合が 24.2% （男性は 17.3%）

と高く、男性では 70 代が 30.1%（女性は 17.7%）と最も多い。全体として、女性の方が比

較的若い傾向が見られる。 

 表 3 は、回答者の所属する議会の都市規模を表している。人口 5 万人未満のおおむね

町村部にあたる議会所属者が全体の 49.6%とおよそ半数を占めている。続いて、5~10 万人

の小規模市部で 21.7%、10~20 万人では 14.5％、20～50 万人の中核市要件に相当する人口規

模は 10.1％、50 万人以上の政令指定都市要件を満たす都市は 4.1％である。小規模自治体の

議会のほうが回答者が多い。これを全国の議員数の分布と比較すると、人口 5~10 万人、10~20

万人の小規模都市部がやや多い傾向にあるが、議員数の分布おおむね一致しているといえ

るだろう。 

 



図 1 年代と性別のモザイクプロット 

 

 

表 3 本報告における市区町村の区分とその構成 

 調査サンプル 全国 

摘要 N ％ N ％ 

人口 5 万人未満（市制要件非該当，市部含む） 1455 49.6％ 15741 53.4% 

人口 5 万人以上 10 万人未満（小規模市部） 636 21.7％ 4831 16.4% 

人口 10 万人以上 20 万人未満（非大都市大規模市部） 424 14.5％ 3745 12.7% 

人口 20 万人以上 50 万人未満（中核市要件相当） 297 10.1％ 3326 11.3% 

人口 50 万人以上（指定都市要件相当） 120 4.1％ 1852 6.3％ 

全国の議員数は、下記の資料に依る。全国市議会議長会「市議会議員定数・報酬に関する調査結果：令和

5 年 12 月 31 日 現 在 （ 市 議 会 議 員 定 数 に 関 す る 調 査 結 果 【 別 表 】」 https://www.si-
gichokai.jp/research/teisu/1206766_1954.html （最終確認 2025 年 6 月 24 日）および，全国町村議会議長会「町

村議会実態調査結果の概要（町村別データ 議員定数）」https://www.nactva.gr.jp/html/research/index.html（最

終確認 2025 年 6 月 24 日）。 

 

図 2 は、現在の市区町村への居住年数である（調査票 F3）。最も多いのが 60 年以上 70 年

未満であり、全体の 22.4%を占めている。これをピークとする山型の分布となっている。次

いで 70 年以上 80 年未満（16.8%）および 50 年以上 60 年未満（15.8%）が多い。10 年未満

の居住歴はわずか 2.9％であり、長年、地域社会に密接にかかわっていることが窺える。 
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図 2 地域への居住年数 

 

 

議員の社会的背景を把握するために、本調査では、学校卒業後に就いた職業、初当選まで

の職業、そして現在の議員活動以外の職業についてそれぞれ尋ねた（調査票 F4）。まず、学

校卒業後に就いた職業としては、「販売・事務・サービス業の一般従業員」が最も多く、31.2%

を占めた。次いで、「製造・建設・運輸業の一般従業員」が 19.9%、さらに「公務員」が 11.5%

となっている。 

一方、初当選までに就いていた職業では、「販売・事務・サービス業」は 12.6%、「製造・

建設・運輸業」は 10.4%と、いずれも卒業後より割合が減少しているのに対し、「会社経営

者・管理職」が 18.7%と最も多くなっている。また、「農林水産業の自営業主」（8.9%）、「そ

の他の自営業主」（5.7%）、「自由業・専門職」（7.1%）を含めると、独立した事業主であった

者が全体の 40.4%を占めており、一定の比重を占めていることがわかる。 

現在の議員活動以外の職業については、「議員専従」が 43.7%と最も多いが、「会社経営者・

管理職」（12.6%）、「農林水産業の自営業主」（13.4%）、「その他の自営業主」（5.5%）、「自由

業・専門職」（6.5%）を合わせると、事業に従事している者は全体の 38.0%にのぼる。 

これらの結果から、市区町村議員の多くは、学校卒業後には一般従業員として就業してい

たものの、議員として政治に参入する時点では、会社経営者や自営業主といった独立した職

業に就いている割合が高い。これは、立候補や政治活動には一定の経済的・時間的余裕が求

められることとともに、地域社会において独立して事業を営む有力者的立場にあることが

地方議員への参入にとって重要であることを示唆している。 

また、議員の専従が多い一方で、現在も事業を営みながら議員活動を行っている割合も一

定程度見られ、他職との兼業が制度的にも実態的にも広く行われているようである。 

このように、地方議会が市民的な基盤に根ざした草の根的な政治空間である一方で、政治

参加のハードルが一定程度存在し、議員の職業的背景が特定の層に偏りがちである。 
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表 4 市区町村議員の職業 

職業についての集計 

 学校卒業後の職業 当選前の主な職業 現在の他の職業 

農業・林業・漁業などに従事する自営業主・家族従業員 6.6% 8.9% 13.4% 
農業・林業・漁業などに従事する一般従業員 0.9% 0.9% 0.6% 
農業・林業・漁業以外の自営業主・家族従業員 2.4% 5.7% 5.5% 
会社経営者・管理職 4.1% 18.7% 12.6% 
販売・事務・サービス業などに従事する一般従業員 31.2% 12.6% 3.4% 
製造業・建設業・運輸業などに従事する一般従業員 19.9% 10.4% 3.0% 
課長級以上の公務員 4.6% 5.1% 0.0% 
それ以下の公務員 11.5% 5.5% 0.0% 
団体役員 0.4% 2.8% 2.5% 
団体職員 6.6% 7.1% 0.8% 
自由業・専門職 4.9% 7.1% 6.5% 
政治家・政治団体など 0.7% 2.3% 0.5% 
議員専業 0.0% 0.0% 43.7% 
内職・アルバイト・パートなど 1.7% 2.9% 1.9% 
主夫婦・家事労働 0.5% 3.2% 0.7% 
無職・年金生活 0.0% 2.2% 2.9% 
その他 3.9% 4.4% 2.0% 

 

議員としての当選回数（F5）については、図 3 に示されているとおり、1 回（23.1%）、2

回（21.1%）が多く、これらを合わせると全体の約 4 割を占めている（図 4）。これは、初当

選からそれほど年数が経っていない比較的若手の議員が一定数存在していることを示して

おり、地方議会においても一定の入れ替わりが生じている可能性がある。 

図 4 に、議員の所属政党を示す（Q1）。無所属が最も多く、42.0%にのぼる。後での分析

にもかかわるが、市区町村レベルの選挙においては、政党よりも個人の知名度や地域的な人

間関係が当選に大きく影響することを示唆している。 

次いで、自民党が 29.8%、公明党が 10.6%、共産党が 7.8%となっている。これらの結果

は、地方政治において政党色が必ずしも強くない現状、すなわち非政党的な構造が根強く残

っていることを示している。一方で、地方組織を持つ全国政党においては、一定数の議員が

政党に所属して活動していることも確認される。 

図 3 当選回数 

23.1% 21.1% 16.7% 12.2% 8.6% 7.8% 4.5% 6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回以上



図 4 所属政党 

４．議員の政治活動 

政治活動 

過去 5 年間における情報発信や会談の頻度について見ていく（調査票 Q5）。調査では、10

項目について、どの程度の頻度で実施したかを尋ねた。まず、公開の集会で演説を行った議

員は 68.2％であり、このうち「年に数回」が 35.5％で最も多かった。支持者を集めた集会は

実施率が 83.4％と高く、こちらも「年に数回」が 42.7％と最多である。 

新聞記者やテレビ記者との接触は 65.6％が経験しており、「年に数回」が 35.8％であった。

一方、ラジオやテレビ出演については 87.4％、新聞・雑誌への寄稿についても 85.3％が「し

ていない」と回答しており、メディアへの積極的な露出は限定的である。SNS を通じた情報

発信については、60.8％が実施しており、そのうち「月に 1 回以上」が 40.6％を占める。議

員の間で SNS の活用が一定程度進んでいることがうかがえる。 

次に、国会議員との会談については、85.4％が年 1 回以上実施しており、「年に数回」が

52.0％と最も多かった。一方、官庁の局長級以上との会談は年 1回以上が 46.0％にとどまり、

接触頻度に差が見られる。 
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図 5 過去 5 年ほどの間の活動程度の集計結果 

 

市区町村長との会談は年 1 回以上が 92.4％、市区町村の幹部との会談は 95.5％と、ほと

んどの議員が接触経験を有している。頻度では、市区町村長との会談は「年に数回」が 51.2％

で最多である一方、幹部との会談は「月に 1 回以上」が 44.3％と、より高い頻度で行われて

いる。 

このように、地方議員は地域住民との直接的な集会や、自治体の首長・幹部との頻繁な接

触が特徴的であり、選挙区内のコミュニケーションを優先していることがわかる。市民と接

触する手段として、SNS が存在感を示している。一方で、国レベルの官庁との接触やマスメ

ディアへの露出は限定的である。 

議会で取り上げた政策課題 

この 4 年間に議会で取り上げた政策課題について、主なものを 3 つまで尋ねた（調査票

Q6）。最も多く取り上げられたのは「学校・教育・子育て」であり、1 位に挙げた議員は全

体の 24.4%、3 つのうちいずれかに挙げた割合では 64.7％に達した。次いで多かったのは「自

治体行政一般」で、1 位としては 23.1%、3 つまでに含めた割合は 41.7％である。「福祉・医

療・社会保障」は 1 位が 13.7%、3 つまででは 36.2%、「高齢化・少子化問題」は 1 位が 10.5%、

同 36.4%であった。 

注目すべきは、「学校・教育・子育て」や「福祉・医療・社会保障」、「高齢化・少子化問

題」など、住民の生活に密接に関連するサービス分野が多く取り上げられている点である。
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これらのテーマは、住民ニーズに直結するだけでなく、自治体の政策対応が問われる課題で

もある。 

その他の分野では、「地域活性化」は 1 位に挙げた割合こそ 6.0％と少ないが、3 つまでに

挙げた議員は 23.3%に上る。また、「農林水産業」も 1 位は 5.4％にとどまるものの、3 つま

ででは 19.8％が取り上げており、一定の関心が払われていることがわかる。詳細は割愛する

が、人口規模が小さい市区町村の議員に回答が多くみられる。 

表 5 議会で取り上げた問題の集計結果 

過去 4 年間に議会で取り上げた問題として選択されたもの 

 1 位 3 つまで 
学校・教育・子育てなど 24.4% 64.7% 

自治体行政一般にわたる問題 23.1% 41.7% 
福祉・医療・社会保障など 13.7% 36.2% 

高齢化・少子化問題 10.5% 36.4% 
過疎化などの地域活性化問題 6.0% 23.3% 

農林漁業に関する問題 5.4% 19.8% 
自治体の財政一般の問題 6.6% 19.7% 

女性の地位向上に関する問題 0.7% 4.8% 
土木・建築に関する問題 2.7% 13.0% 
同和・差別・人権問題など 0.3% 2.0% 
環境・公害などの問題 2.1% 11.5% 

文化・スポーツ施設などの建設 1.1% 10.4% 
平和・反（非）核・民主主義の推進 0.7% 3.2% 

雇用・労働などの問題 0.8% 6.2% 
その他 1.8% 6.0% 

 

特定の政策のための活動 

特定の政策テーマごとに関係する人々との接触や議会での行動をみていこう。地域産業

の活性化は全般に活動が多い。自治体担当者への接触が 66.7％、議会での質問や請願が

66.0%と高い。さらに、市区町村長との接触も 44.0％、国会議員・都道府県議員も 27.2％と

一定程度みられる。同様に活発なのは、インフラ老朽化対策であり、自治体担当者への接触

が 63.1％、議会での質問や請願が 57.7%である。市区町村長との接触も 37.8％、国会議員・

都道府県議員も 18.5％と多い。 

続いては、高齢者医療・介護の充実や自治体行政のデジタル化も、自治体の担当部署には

55～60%、議会での質問や請願も 50%以上と多く見られる。しかし、市区町村長、都道府県

や中央省庁、都道府県議員や国会議員との接触はあまり多くはない。このように、地方議員

の接触は基本的に自治体内部にとどまるが、他地域からの企業の誘致については、市区町村

長との接触が 39.2%、都道府県庁や中央省庁との接触が 21.4%と相対的に多い。 

なお、配偶者からの暴力防止・被害者支援は 63.2%、自治体幹部職員の女性割合増加では

53.5%、他地域からの企業誘致では 45.8%、男女平等参加に関する住民意識の向上では 48.8%



があてはまるものがないという回答であり、議員の取り組む対象とされていないようであ

る。 

表 6 特定の政策のために接触した相手の集計結果 

特定の政策のために接触した相手 

 
自治体の    

担当部署 

議会での   

質問・請願 
市区町村長 

都道府県庁・  

中央省庁 

国会議員・  

都道府県議 

あてはまる  

ものはない 

地域産業の活性化 66.7% 66.0% 44.0% 10.8% 27.2% 8.4% 

他地域からの企業の誘致 32.0% 26.0% 22.9% 3.0% 9.3% 45.8% 

他地域からの移住の受け入れ促進 44.4% 9.3% 39.2% 21.4% 5.0% 33.3% 

結婚・出産の支援 41.8% 37.0% 19.8% 2.1% 5.8% 36.7% 

仕事と子育ての両立支援 49.3% 45.6% 21.8% 2.9% 7.4% 25.1% 

地域のインフラの老朽化対策 63.1% 57.7% 37.8% 10.4% 18.5% 10.0% 

高齢者医療・介護の充実 58.2% 52.9% 26.4% 4.6% 10.0% 16.9% 

男女平等参加に関する住民意識向上 33.5% 26.6% 12.5% 2.1% 4.3% 48.8% 

配偶者からの暴力防止・被害者支援 28.6% 13.4% 6.6% 2.1% 3.0% 63.2% 

自治体幹部職員の女性割合増加 25.2% 22.2% 18.5% 1.1% 2.0% 53.5% 

自治体行政のデジタル化 55.0% 50.1% 28.5% 4.1% 7.6% 21.6% 

 

後援会と支持団体  

議員の活動の基盤となる後援会の状況について見ていこう。自分の後援会があると答え

た議員は 63.6％であった（調査票 Q17）。ただし、無回答が全体の 11.0％を占めているため、

これを含めた場合の割合は 56.6％となる。いずれにせよ、おおよそ 6 割前後の議員が個人後

援会を有していることがわかる。 

ちなみに、衆議院議員（候補者を含む）の後援会に組織として加入していると答えた割合

は 58.5％（無回答を含めると 48.7％）、都道府県議会議員の後援会では 51.3％（同 42.0％）

であった（調査票 Q16）。 

また、支持団体・友好団体に関して、主なものを 3 つまで尋ねた結果（調査票 Q19）、最

も多く挙げられたのは「出身の地区・集落」であり、1 位に選ばれた割合は 41.2％、3 位ま

でに挙げた割合は 63.1％であった。次に多かったのは「町内会・自治会などの地域団体」で、

1 位が 18.9％、3 位までで 65.7％に上る。これらの結果から、地域的なつながりが議員にと

って極めて重要な支援基盤となっていることが明らかである。 

さらに、「個人的につながりのある団体」は 1 位に挙げた割合こそ 8.3％にとどまるが、3

位までに挙げた割合は 48.4％と高く、人間関係を基盤とする個人レベルのつながりが重視

されている傾向がうかがえる。「政治団体・後援会」は 1 位が 13.6％、3 位まででは 34.2％

であり、一定の存在感を保っている。 



一方で、「農林水産業団体」「経済・業界団体」「労働団体」といった業界・セクター別の

組織の割合は総じて低く、市区町村レベルではこうした団体の影響力は限定的であること

が示されている。「市民団体」や「宗教団体」も一部では支持基盤として機能しているもの

の、全体としては主流とは言えない。また、「あてはまるものはない」と回答した議員も一

定数存在しており、特定の団体に依存しない、独立的な政治活動を行っている議員も少なく

ないことがうかがえる。 

以上の結果から、市区町村議員にとっての支援基盤は、業界団体や政策志向の組織ではな

く、地域的・個人的なネットワークが中心であることが明らかとなった。これは、地元住民

との密接な関係や日常的な接触を重視する地方政治の特性を反映しているといえるだろう。 

 

表 7 支持団体・友好団体の中で重要なものの集計結果 

当選の力になったもの 

市区町村議員が直近の選挙で当選するにあたり、どのような要因が力になったと考えて

いるのだろうか（調査票 Q18）。最も多くの議員が 1 位に挙げたのは「個人的な関係者の援

助・支持」であり、その割合は 27.6％にのぼる。3 つまでに挙げた割合では 80.4％と非常に

高く、個別の人間関係が当選において極めて重要な役割を果たしていることがわかる。次い

で多かったのは、「支援組織・後援団体の力」（1 位：22.1％、3 つまで：64.4％）および** 「家

族・親族の力」（1 位：21.7％、3 つまで：63.2％）であり、身近な社会的ネットワークが選

挙戦を支える基盤となっている。 

一方、「自分の実績」については、3 つまでに挙げた割合が 50.7％と過半数を占めている

ものの、1 位に挙げた割合は 17.4％にとどまる。実績が有権者への訴求材料として一定の効

果を持つものの、選挙の勝敗を決定づける要因とは必ずしも認識されていないようである。 

支持団体や友好団体の中で重要なもの 

 1位 3つまで 

出身の地区・集落 41.2% 63.1% 
町内会・自治会など地域団体 18.9% 65.7% 

農林水産業団体 0.3% 7.3% 
経済・業界団体 0.7% 5.6% 

労働団体 3.0% 7.9% 
外郭団体など行政関係団体 0.0% 1.5% 

福祉団体 0.8% 4.9% 
教育団体 0.3% 3.0% 

専門家団体 0.1% 0.8% 
政治団体・後援会 13.6% 34.2% 

市民団体 2.4% 12.5% 
宗教団体 5.6% 8.0% 

個人的につながりのある団体 8.3% 48.4% 
その他 1.2% 4.3% 

あてはまるものはない 3.7% 10.5% 



対照的に、「所属政党の力」を 1 位に挙げたのは 6.9％、3 つまでに含めたのは 20.2％と低

く、また国会議員や都道府県議会議員の応援を重要とした議員はごく少数にとどまる。これ

により、市区町村レベルの選挙では、政党や上位政治家の影響力は限定的であることが明ら

かである。 

総じて、市区町村議員の選挙においては、政党の看板や外部の支援よりも、家族・友人・

地域住民といった身近な人々との密接な関係が、当選の鍵を握っている。このことは、地域

に根ざした草の根的な政治活動が、市区町村議員にとって不可欠な戦略であることを示唆

している。 

 

表 8 先の議員選挙当選の力になったものの集計結果 

 

政治的影響力の認知 

 市区町村に対し，どういった人々（グループ）が影響力を及ぼしているのかは，政策の形

成などにおける影響を議論する上で重要である。そこで、議員が活動する中で、市区町村の

政策形成に及ぼす影響力をどのように認知しているのかを尋ねた（調査票 Q4）。強い影響力

があると認知されているのが市区村長であり、 「非常にあり」が 45.0%であり、1～3 までの

影響力が強い方に寄った回答が 82.9%にものぼる。続いて国の府省庁では 「非常にあり」が

30.1%、影響力が強い方に寄った回答は 71.5%、都道府県では「非常にあり」が 21.9％、影

響力が強い方に寄った回答は 69.7%であり、上位の政府の影響力が強い。市区町村議会はそ

の次に位置し、 「非常にあり」が 11.2%、影響力が強い方に寄った回答は 56.3%である。行政

優位の傾向は議員の認知からも確認することができる。続いて、市区町村の職員では影響力

が強い方に寄った回答は 52.8%、審議会では 30.0%である。 

行政や議会といった公的アクター以外では、経済・商工団体で影響力が強い方に寄った回

答が 40.1%と相対的に影響力が強い。農林水産業団体も影響力が強い方に寄った回答が

31.0%と一定程度みられるが、反面、影響力が弱い方に寄った回答も 35.4%みられ、評価が

分かれている。これは議会の地域による相違を表していると考えられる。 

先の議員選挙の当選の力になったもの 

 1位として 3つまでに取り上げられた 

自分の実績 17.4% 50.7% 
家族・親族の力 21.7% 63.2% 

支援組織・後援団体の力 22.1% 64.4% 
個人的な関係者の援助・支持 27.6% 80.4% 

所属政党の力 6.9% 20.2% 
国会議員の応援 0.6% 1.8% 

都道府県議会議員の応援 1.4% 4.0% 
その他 2.2% 6.5% 



これ以外では、町内会・自治会が影響力が強い方に寄った回答は 28.9％と一定程度影響力

が認知されているものの、その他の社会団体では中間的な回答がおおくみられ、影響力はあ

まり強いと認知されていない。労働組合は「ほとんどなし」が 19.7%を占めるなど、とりわ

け影響力が低く認知されている。 

 

図 6 グループごとの市区町村への影響力の認識 

 

５．平等に対する考え方 

現状の平等認知 

現代日本社会における各領域での平等の度合いについて、12 項目にわたって尋ねた（調

査票 Q2）。この質問では、0 （極端な不平等）から 10 （完全な平等）までの 11 段階で回答を

求めている。 

図 7 からは、明確に「平等である」と認識されている項目はほとんど見られない。まず、

社会全体の平等観においては、0～4（不平等寄り）の回答が 39.7%、6～10（平等寄り）の

回答が 38.1%と、評価が拮抗しており、議員の間でも意見が分かれていることがわかる。 

政治参加の機会に関しては、平等寄りの回答が 42.1%、不平等寄りが 37.7%と、やや平等

寄りに認識されている。これは、選挙権など政治制度上の形式的平等が担保されている点を
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反映していると考えられる。一方で、政治がもたらす結果の平等性については、不平等寄り

が 49.1%、平等寄りが 27.8%と大きな差があり、結果においては平等が実現していないとい

う認識が強い。 

収入に関する平等認識では、不平等寄りの回答が 63.1%と圧倒的に多く、平等寄りの 16.6%

を大きく上回っている。雇用の平等性についても、不平等寄りが 52.8%、平等寄りが 24.4%

であり、経済的な機会に関しては不平等の認識が支配的である。 

一方、教育の機会については、平等寄りが 44.9%、不平等寄りが 36.9%と、他の領域に比

べて平等が実現していると認識されている。社会保障に関しては、平等寄りと不平等寄りが

ともに約 40%で拮抗しており、評価が分かれているものの、一定の平等性が認められてい

ると見ることもできる。 

 

図 7 制度上の平等認知の集計結果 

 

社会的属性に関する平等性の認識では、不平等寄りの回答が多数を占める。性別で 50.9%、

外国人で 53.0%、障害の有無で 55.9%、世代間で 54.1%が不平等寄りと回答しており、社会

的カテゴリーによる不平等の存在が広く認識されている。中でも、最も不平等と認識されて

いるのは都市と地方の格差であり、不平等寄りの回答が 73.9%に達している。地方議員の視

点から、地域間格差が深刻な問題として強く意識されていることがうかがえる。 

以上の結果から、政治参加や教育、社会保障といった制度的に保障された領域については

比較的平等だという認識がある一方で、収入や雇用といった経済面、あるいは性別・外国人・

障害者といった社会的属性による不平等は根強く認知されている。また、政治がこうした不

平等にどのように対処しているかという「結果の平等性」に対しても、厳しい評価が示され

ている。 

2.5%

2.3%

3.4%

4.2%

2.5%

1.9%

2.1%

2.4%

2.4%

3.9%

4.3%

3.6%

2.4%

2.8%

5.8%

7.4%

9.3%

13.2%

9.0%

6.9%

6.9%

16.3%

14.6%

19.2%

25.4%

21.5%

13.8%

14.6%

12.8%

11.1%

13.3%

16.0%

16.2%

11.9%

13.5%

22.2%

20.2%

23.1%

20.4%

22.8%

18.2%

20.2%

10.7%

7.8%

9.2%

6.2%

8.2%

9.4%

9.2%

16.5%

12.0%

10.8%

6.1%

9.4%

13.6%

12.9%

8.5%

11.7%

5.6%

2.7%

4.7%

13.8%

11.7%

1.3%

4.6%

1.4%

0.9%

1.1%

4.7%

3.7%

1.0%

5.9%

0.8%

0.8%

1.0%

3.4%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合的に見て

政治参加の機会

政治がもたらす結果

収入

雇用

教育の機会

社会保障

0_極端な不平等 1 2 3 4 5_中間 6 7 8 9 10_完全な平等



図 8 社会的属性に関する平等認知の集計結果 

 

平等に対する価値観 

平等に対する考え方について 6 つの項目で質問した（調査票 Q15）。それぞれの意見につ

いての賛否を 5 段階で尋ねている。「競争の機会さえ平等に整えておけば、あとは人々の自

由な競争に任せるべきだ」は、肯定的な回答が 53.8%と多くを占める。「実績を挙げた人が

それに見合うものを得られる社会が望ましい」は肯定的な回答が 69.5%、「努力をした人が

それに見合うものを得られる社会が望ましい」は 80.1%であり、なんらかの成果に報いる社

会が望ましいと考えられている。 

格差の是正については、「自己責任の結果生じた格差は仕方がないが、偶然や運のせいで

生じた格差についてはこれを是正する措置が必要だ」については、肯定的な回答が 48.3%と

一定程度支持されているが、「どちらともいえない」が 35.2%と判断を留保する回答もみら

れる。「競争の機会を平等にするだけでなく、競争の結果についてもできるだけ格差を小さ

くする措置をとるべきだ」については、肯定的な回答が 33.6%に対して、中間回答が 35.7%、

否定的な回答が 30.7%とほぼ三分されている。結果の平等をめぐっては意見が分かれてい

る。最後に、「困っている人が、その解決に必要なだけのものを得られる社会が望ましい」

は、肯定的な回答が 63.8%であり、必要に応じた支援は支持されるようである。 
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視されている。結果の平等については意見が分かれるが、必要な人への支援には合意が得ら

れている。つまり、成果主義・努力重視を基本としつつも、限定的な再分配や支援が容認さ

れるという公正観をみてとることができる。 
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図 9 平等に対する価値観の集計結果 

 

能力に対する考え方 

それでは、平等観とも深く関連する個人の能力についての考え方をみていこう。「人間の

もって生まれた能力にはそれほど優劣はないと思う」については、肯定的な回答が 44.0%と

多いが、否定的な回答も 26.6%であり意見は分かれる。「世の中に、力のある者と力のない

者がいるのは当然だ」については肯定的な回答が 30.7%に対して、否定的な回答が 43.5%で

ある。「何ごとも努力次第である」は肯定的な回答が 57.1%と多く見られる。これに関連し

て、「貧困の原因は個人の責任というよりも社会制度にある」については、46.5％が肯定的

な回答であり、否定的な回答は 21.8％に過ぎない。 

 

図 10 能力に対する考え方の集計結果 
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これらの結果から、人々の能力については「生得的な差はあまりない」と考える人が一定

数おり、努力による成功を肯定する傾向も見られる。一方で、「力のある者とない者がいる

のは当然」といった見方や、「貧困の原因は社会制度にある」とする意見も一定程度存在し

ており、個人の努力と社会的構造の影響のどちらを重視するかについては、必ずしも一貫し

た見解があるわけではない。すなわち、能力や努力、そして社会的不平等の原因に関する議

員の意識は、多様であり、場合によっては相矛盾する側面を含んでいる。 

６．政治や社会に対する考え方 

政治的見解（イデオロギー） 

 議員が政策に取り組む背景となる政治や社会に対する考え方とともに検討していく。 

まずは政治的見解の基礎として、保守と革新で表されるイデオロギーについてみていこ

う。「最も革新的」から「最も保守的」までの 7 段階で、「やや保守的」が最も多く 40.3%で

ある。ここを頂点とした単峰型であるが、「中間」（28.3%）、「やや革新的」（22.7%）の方が

なだらかな分布である。「かなり保守」という回答は 14.3%と少ない。つまり、中道からや

や保守といったあたりが最も多い政治的見解の自己認識のようである。 

 

図 11 イデオロギーの分布 

 

社会の方向性について 

社会全体の進むべき方向性についてどのように考えているのだろうか。調査では、A と B
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「Ａ：働いた成果とあまり関係なく、貧富の差が少ない平等な社会／Ｂ：自由に競争し、成

果に応じて分配される社会」については、B 寄り（5～7 の合計）が 45.6％であり、A 寄りの

回答は 21.3％であることから、成果主義的な社会が志向されている。 
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図 12 社会の方向性について 

 

「Ａ：行政機関による多面的な規制を通じて、国民生活の安全や経済の安定を守る社会／

Ｂ：規制を可能な限り排除し、民間の自由な活動と自己責任にゆだねる社会」は B 寄りが

41.0％多く、規制緩和・自己責任型社会を志向する傾向にある。もっとも、A 寄りの回答も

33.7％であり、意見は分かれている。 

続いて、「Ａ：経済成長を重んじ、公共投資や公共事業を盛んに行う社会／Ｂ：財政規律

を重んじ、国や地方自治体の借金を大きくしない社会」では、B 寄りが 41.4％と多く、財政

規律を重んじる傾向ある。しかし、A 寄りの回答も 31.3％であり、公共投資を求める声も一

定程度みられる。 

「Ａ：将来に向けた教育投資や技術投資を増やす社会／Ｂ：現在の経済を活性化させるた

めに積極的に消費に支出する社会」については、A 寄りの回答が 69.2％と多くを占めてい

る。現状よりも将来に向けた投資による打開が志向されている。 

以上の結果から、成果主義、規制緩和、財政規律といった新自由主義的な志向性をみてと

ることができるものの、意見は分かれているようである。ただし、将来に向けた投資による

社会改革には合意が得られている。 

権威主義 

続いて、権威主義的な態度について見ていこう。民主国家においては、市民の意思を政治

に反映させることが基本原則である一方で、権力を集中させて強いリーダーシップを発揮

する方が効率的だとする考え方も根強く存在する。 

これに関連して、調査では 3 項目にわたって権威主義的な態度を測る質問を行った（調査
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ことである」という設問に対しては、否定的な回答が 43.8％で最も多く、「どちらともいえ

ない」が 37.6％と続いた。肯定的な回答は比較的少数にとどまっているが、この設問につい

ては、非民主的な価値観というよりも、専門性の尊重という観点から肯定した回答も含まれ

ている可能性がある。 

次に、「権威ある人々にはつねに敬意を払わなければならない」という設問では、否定的

な回答が 67.7％に達しており、権威への無条件の服従に対しては明確な拒否感が示されて

いる。 

また、「伝統や慣習に従ったやり方に疑問を持つ人は、結局は問題を引き起こすことにな

る」という設問に対しても、否定的な回答が 56.4％と過半数を占めており、伝統や慣習に対

する批判的な姿勢が一定程度広がっていることがうかがえる。 

全体として、市区町村議員は権威や伝統に対する批判的な態度を持つ傾向があり、非民主

的な価値観には慎重である。特に、「敬意」や「伝統」への一律の服従に対して否定的な見

解が多数を占める点は、草の根の民主主義を支える地方議員の価値観を表している。 

図 13 権威主義に関する設問の集計結果 
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図 14 憲法・安全保障・外交についての集計結果 

 

経済政策 

「政府が私企業の活動を抑えない方が国の経済はうまくいく」については肯定的な回答

が 41.1%と多い。しかし、「企業に課す法人税率を引き下げるべきだ」では否定的な回答が

45.2%、「労働力の需給調整のために非正規労働者が増大するのはやむを得ない」では 63.2%

が否定的である。一方で 「公共事業による雇用確保は必要だ」では 72.2%が肯定的であるこ
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勢がみられる。「関税を撤廃するなど貿易の自由化をもっと推し進めるべきだ」については

中立的な回答が 41.7%と多く、態度が明確ではない。 

「原子力規制委員会の審査に合格した原子力発電所は運転を再開すべきだ」については、

肯定的な意見が 45.4%に対して、否定的な意見が 34.3%であり、意見が分かれている。 

図 15 経済政策についての集計結果 
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が否定的回答であるとともに、「社会保障の給付は、保険料などの納付とは無関係に、それ

が必要となる度合いに応じて受け取れるようにすべきだ」は 45.7%が肯定的回答である。さ

らには、「本人の責任によって生活が困窮したとしても、政府や自治体は支援を行うべきで

ある」についても 42.8%が肯定的回答である。以上から、選別のない社会保障に積極的な態

度をみてとれる。税制についても 「貧困層を助けるための累進課税は公正だ」は 51.5%が肯

定的である。 

社会保障の負担について、「増税をしてでも、福祉などの公共サービスを充実させるべき

である」は 40.1％が肯定的であるが、「将来的に安定した財源を確保するために、保険料率

を上げるべきである」は肯定的な回答が 22.0％に過ぎず、中立が 42.0％、否定的回答が 36.0%

であり、必ずしも積極的ではない。 

また、医療保障にかんして、「高い自己負担を支払う人は、より質の高い医療を受けられ

る保険外診療をもっと導入すべきだ」には 44.0％が否定的回答であり、経済力に応じた医療

格差の拡大には慎重な姿勢がみられる。 

最後に、「社会保障の責任は自治体よりも国にある」には 83.5%が肯定的な回答であり、

国の責任による問題と認識されている。 

 

図 16 社会保障についての集計結果 
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あっても、家事・育児などのケアワークはおもに女性が担うのが望ましい」では 67.5%が否

定的な回答であり、性役割分業は支持されない。「一般的に、男性の方が女性より政治の指

導者として適している」についても、58.0%が否定的な回答である。 

このようなジェンダー平等的な価値に基づいて、「結婚・出産・子育て支援にこれまで以

上に取り組むべきだ」では肯定的な回答が 89.2%、「男女平等を進めるために、あらゆる取

り組みを行うべきである」では 70.7%と非常に高い支持率である。「カップルが望む場合に

は、結婚後もカップルがそれぞれ結婚前の名字を称することを、法律で認めるべきだ」につ

いても 51.6％が肯定的である。 

ただし、「より高い地位やよい職業に女性をふやすために雇用の割当制をとるべきである」

では、肯定的な回答が 30.8%であるのに対して、否定的な回答が 36.5%であり、意見が分か

れている。また、「女性の国会議員を増やすため、割当制を導入すべきだ」では肯定的な回

答が 25.5%に対して、否定的な回答が 42.2%である。 

 

図 17 ジェンダー政策についての集計結果 
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の選挙権を与えるべきである」でも 54.3%が肯定的であり、外国人参政権を容認する姿勢が

みえる。 

図 18 外国人の受け入れについての集計結果 
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「市区町村議会の被選挙権年齢（25 歳以上）を引き下げるべきだ」については否定的な回

答が 44.1%であり、 「市区町村議会を対象として議席や候補の一定比率を若年層（40 歳未満）

に割り振るクオータ制を導入すべきだ」でも 45.7%である。若年層の進出に対して慎重な姿

勢がうかがえる。「市区町村議会議員を対象とした定年制を導入すべきだ」は肯定的な回答

が 45.6％であるものの、否定的な回答も 36.7％であり、意見が拮抗している。「女性の市区
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制度設計によって議会構成を定める手法には懐疑的なようである。 

「なり手がいない地方議会は議員定数を減らしたり、町村総会にしたりするべきだ」は

46.5％と否定的な回答が多く、地方議会の縮小に対して懸念が強い。最後に、「デジタル技

術を用いた電子投票を導入すべきだ」は 64.0％が肯定的な回答が多い。 

図 19 市区町村選挙制度についての集計結果 
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地域活性化について 

「東京一極集中は改められるべきだ」については肯定的な回答が 88.1%であり、地域偏重

が求められている。そのうえ、「競争力の弱い地域を助けるために、国の支援が必要だ」で

は 75.2%、「地域の活性化のためには新たな企業の誘致が重要だ」では 71.7%、「地域の活性

化のためには観光資源の開発が重要だ」では 72.2％が肯定的であり、地域活性化のための支

援や開発が求められている。 

一方で、「地域間の競争をもっと促すべきだ」については、肯定的な回答が 33.6％に対し

て、否定的な回答も 32.0％と意見が分かれている。「政府は特色のある地域を選定し、重点

的に支援すべきだ」では肯定的な回答が 35.2％に対して、否定的な回答が 30.9％であり、や

はり賛否が分かれている。「地域の存続のためには、さらなる市区町村合併を進めるべきだ」

では肯定的な回答が 29.4％であるのに対して、否定的な回答が 39.5%である。地域活性化の

重要性には合意があるものの、分配のあり方・制度設計に関しては意見が分かれるようであ

る。 

図 20 日本の地域活性化に関する設問の集計結果 
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への財源移転」でも 78.2%、「税制における地方税の割合」でも 58.3%と財政支援や財源移

転を望む声が多い。 

この他、 「国と自治体の人事交流」には 69.0%が拡充 ・強化を支持しており、「社会保障に

おける国の関与」では 73.2%、「地域活性化における国の関与」では 47.6%が肯定的である

ことから、財源以外の支援も求められている。ただし、「地方政治への国政政党の関与」は

否定的な回答が 37.6%であり、肯定的な回答の 12.5%を上回っている。地方の独立性を重視

する傾向が読み取れる。 

 

図 21 国と地方の関係についての集計結果 
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住民生活に直結したテーマが多い。政策形成における影響力については、市長や中央省庁、

都道府県など行政アクターの影響が強く認識されており、議会の影響力を限定的だとみて

いる。 

第 3 に、議員の平等観や政治的価値観は、「努力・成果に応じた分配」という成果主義が

支持されつつも、「困窮者への支援」や「格差是正」も容認される姿勢が示された。ジェン

ダー平等や外国人参政権にも一定の理解を示す一方で、割当制などの制度的介入には慎重

な姿勢がみられる。 

第 4 に、保革イデオロギーは「やや保守」が最多であり、安全保障や財政規律では保守的

な傾向がみられる。しかし、上記のように、社会保障やジェンダー、外国人受け入れでは比

較的リベラルな姿勢がみられることから、価値観の一貫性というよりも、政策領域ごとに分

化した態度を示している。 

第 5 に、議員は地域格差の拡大を深刻に捉えつつ、国からの財政・制度的支援を求めてい

る。一方で、若年層や女性へのクオータ制、定年制の導入には慎重な意見が多く、制度設計

による多様性の確保には懐疑的である。電子投票などデジタル技術導入には肯定的な姿勢

がみられる。 

以上の知見をふまえると、地元を起点とした個別政策課題に強く根ざした議員活動と、行

政との協働を軸とする一方で、制度改革やイデオロギー的対立には慎重な地方議員像が浮

かび上がる。したがって、地方政治の活性化に向けた政策的・制度的アプローチは、現場の

論理との接続と、漸進的な制度設計が鍵となるだろう。 

もっとも、市区町村議員といっても多様であり、上記の特徴付けが必ずしも当てはまるわ

けではないだろう。例えば、市区町村の人口規模などによっても政治や政策に対する考えや

政治行動が異なることが予想される。また、政治に対する考えがどのような行動に結びつい

ているのかも探究していない。本稿は、あくまで調査の集計報告という性格のものであり、

本格的な分析はこれから行うことになる。プロジェクトでは、さらに、こうした政治的エリ

ートの価値観と住民の意識とのギャップを検証するため、市民調査との接合による比較研

究も視野に入れている。 
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